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この文書は、近畿圏整備法（昭和 38 年法律第 129 号）第 17 条の

３の規定に基づき、近畿圏整備計画の実施に関する状況について

公表を行うものである。 
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 近畿圏整備計画（第５次）は、首都圏と並ぶ我が国の経済、文化等の中心とし

てふさわしい近畿圏の建設とその秩序ある発展を目的とする近畿圏整備法（昭和

３８年法律第１２９号）に基づき、平成１２年３月に策定された。 

この計画の対象区域は、福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、

奈良県、及び和歌山県であり、計画の期間は、おおむね１５箇年間である。 

 また、この計画は長期的かつ総合的な視点から今後の近畿圏整備の方向性を示

すものであり、民間の諸活動に対しては誘導的役割を果たすものであり、関係行

政機関及び関係地方公共団体に対しては、近畿圏の整備に関する諸計画及び諸施

策の指針となるものである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 近畿圏整備計画 

１

近畿圏整備計画（第 5 次）（平成 12 年 3 月）の概要 

近畿圏の将来像 目標とする社会や生活の姿

強くてしなやかな

産業経済圏域 内外から人々が集う

交流・情報発信圏域

文化・学術の中枢圏域 歴史文化や自然と調和した

安全で快適な生活空間

近畿圏整備の主要施策

１ 大都市のリノベーション ５ 環境と調和した地域の形成
２ 近畿新生のための産業の新たな展開 ６ 地域特性を踏まえた安全で快適な生活空間の形成
３ 内外との様々な交流の推進 ７ 圏域を支える交通・情報通信体系の整備と今後の社会資本整備
４ 懐の深い文化・学術の創造

１．
２．

３．
４．



 

 

 

１．人口・世帯の状況 

   

平成 17 年国勢調査速報値による 10 月１日現在の近畿圏の人口は、23,581 千

人で、平成 12 年と比べ 39 千人の増加となった。また、人口増加率でみてみる

と、平成 17 年は、0.2％と初めて１％を下回り、増加幅が大きく縮小した（図

表１）。 

また、近畿圏の県別に人口増加率をみると、平成 12 年は和歌山県の１県で、

さらに平成 17 年は福井県、奈良県、和歌山県の３県で人口が増加せず、人口減

少社会に入った（図表２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 17 年国勢調査速報値による 10 月１日現在の近畿圏の世帯数は 8,890 千

世帯で、平成 12 年と比べ 187 千世帯の増加となった。また、世帯規模（１世帯

当たり人員）は 2.61 人で、平成 17 年に減少幅が小さくはなったものの、減少

傾向は続いている（図表３）。 

  また、高齢単独世帯（65 歳以上の単身世帯）の割合をみると、近年、その割

合が大きくなってきており、高齢化の進行に対する対策に加え、１人暮らしの

高齢者に対する対策が今後、重要になると思われる（図表４）。 

 

 

 

 

２

Ⅱ 近畿圏の現状 
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図表１ 近畿圏の人口及び人口増加率の推移 図表２ 近畿圏の県別人口増加率の推移 
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２．産業の状況 

   

近畿圏における製造品出荷額の推移をみると、減少傾向が続いていたが、近

年は、増加傾向に転じている（図表５）。また、全国シェアも平成 16 年では、

19.3％と比率を伸ばしている（図表５）。 

  産業別就業者数をみると、１次産業、２次産業とも就業者数が減少傾向であ

り、また、３次産業は増加傾向ではあるものの、その増加傾向も鈍化してきて

いる（図表６、７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：図表１～４とも「国勢調査」(総務省)により国土交通省国土計画局作成 

※平成 17 年数値は、要計表による速報値 
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図表５ 近畿圏の製造品出荷額及び全国シェアの推移 

資料：「工業統計調査」(経済産業省)により国土交通省国土計画局作成 
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図表３ 近畿圏の世帯数及び１世帯当たり人員の推移 
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図表４ 近畿圏の高齢単独世帯割合の推移 

・高齢単独世帯割合＝(65 歳以上の単独世帯数÷一般世帯数) 
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資料：図表６，７とも「国勢調査」(総務省)により国土交通省国土計画局作成 

図表７ 近畿圏の産業別就業者数（従業地ベース）の増加率の推移 
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図表６ 近畿圏の産業別就業者数（従業地ベース）の推移 
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３．近畿圏の政策区域の状況 

   

近畿圏整備法においては、近畿圏の建設とその秩序ある発展を図るため、「既

成都市区域」、「近郊整備区域」、「都市開発区域」、「保全区域」といった政策区

域を定め、首都圏と並ぶわが国の経済、文化等の中心としてふさわしい近畿圏

を目指すことを目的としている（図表８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表８ 近畿圏の政策区域図 
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  近畿圏では、高次都市機能、産業、文化、学術研究、自然等の個性を持つ都

市・地域が圏域内に散在している。よって、近畿圏整備計画（第５次）では、

これらを「多核格子構造」でつなぎ、圏域全体にわたるネットワーク化により

各都市・各地域の諸機能の圏域全体での共有・一体化を図ることにより、近畿

圏全体の人々の生活と産業の活力の創出、再活性化を戦略としている（図表９）。 
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図表９ 目指すべき圏域構造：多核格子構造 

資料：近畿圏整備計画（第 5 次）より 
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  近畿圏の「既成都市区域」、「近郊整備区域」、「都市開発区域」における主な

指標をみると、人口は、各政策区域とも堅調に伸びている（図表 10）。また、Ｄ

ＩＤ人口の推移についても同様なことが言える（図表 11）。 

  産業の面からは、製造品出荷額をみると、各政策区域とも近年は伸び悩み、

減少傾向となっている（図表 12）。 
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図表 11 政策区域別ＤＩＤ人口の推移 
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図表 10 政策区域別人口の推移 

７

図表 12 政策区域別製造品出荷額(実質)の推移 
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図表 13 既成都市区域、近郊整備区域及び都市開発区域の社会経済指標 
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 近畿圏整備計画に関する進捗状況について、近畿圏が目標とする４つの将来像

ごとに概観する。 

 

   

 

  『近畿圏は、京阪神の高次都市機能の充実と連携による競争力の強化、高度

な産業技術、学術研究の蓄積等をいかした新産業創出や既存産業の高度化を図

る。これによって、情報中枢性や起業力の低下等の諸課題を克服するとともに、

今後の地域間競争や世界経済の激動に耐え、柔軟に対応し、人々に経済的な豊

かさをもたらすことのできる「強さ」と「しなやかさ」を持った「産業経済圏

域」の形成を目指す。また、これを通じて我が国全体の経済の活性化にも大き

く寄与する。』 

 

 

  バブル崩壊後、近畿圏は厳しい経済状況を経てきたが、近年は工場立地件数、

鉱工業生産指数をみてみると、着実な回復傾向がみられる（図表 14）。 

   

さらに、新産業の分野である医薬関連産業の事業所数は他の圏域よりも高水

準となっている（図表 15）。また、情報通信機器産業の事業所数は横ばい傾向で

はあるが、出荷額においては増加傾向を示している（図表 15）。 

 

国際特許出願件数をみてみると、近年、増加傾向にあり、特に大阪府の増加

が著しい（図表 16）。 

 

以上のことから、近畿圏には、高度な技術集積があり、その技術を活かすポ

テンシャルが高まっていると言える。 

 

 

 

 

 

Ⅲ 近畿圏整備計画に関する進捗状況 

1．強くてしなやかな産業経済圏域の形成 
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図表１４ 工場立地・鉱工業生産指数の状況 

図表１５ 新産業成長の状況 
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資料：経済産業省「工場立地動向調査」より国土交通省国土計画局作成
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資料：経済産業省「工業統計調査」により国土交通省国土計画局作成
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図表１６ 国際特許出願件数の状況 
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資料：特許庁「特許行政年次報告書」により国土交通省国土計画局作成
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  『近畿圏は、多様で個性的な資源をいかし、圏域が一体となって国内や世界

に向けて積極的に情報発信するとともに、個人と個人・地域が出会う集客交流、

国際交流を推進する。これによって海外や国内の多くの人々が訪れ、にぎやか

で活気にあふれる「交流・情報発信圏域」の形成を目指す。また、我が国にお

ける世界との交流の中心の一つとしての役割を担う。』 

 

 

  関西国際空港における外国人入国者数と日本人出国者数の推移をみると、近       

年は、増加傾向にある（図表 17）。さらに、関西国際空港を利用して日本を訪れ

た外国人数と関西国際空港を利用して出国した日本人の数は、いずれも全国の

約２割を占めており、関西国際空港は、我が国における主要なゲートウェイの

一つとしての機能を担っている（図表 17）。なお、関西国際空港は成田空港と比

べ、アジア地域からの入出国者数の比率が高く、約 74％をも占めるのが特徴的

である。また、平成 18 年２月 16 日には、神戸空港も開港し、近畿圏域の交流

を推進してゆくものと期待されている。 

 

  次に、国際会議の件数についてみると、1998 年までは三大都市圏の中では近

畿圏での開催が最も多かったことが特徴的であり、2004 年では大阪府での国際

会議の開催件数に大きな伸びがみられたことからも、国際交流の拠点としての

進展がみられる（図表 18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.内外から人々が集う交流・情報発信圏域の形成 
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図表１７ 外国人入国者数・日本人出国者数の状況 

資料：法務省「出入国管理統計」により国土交通省国土計画局作成
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日本人出国者数の推移

資料：法務省「出入国管理統計」により国土交通省国土計画局作成

図表１８ 国際会議件数の状況 

資料：国際観光振興会(JNTO)「コンベンション統計」により国土計画省国土計画局作成

※国際会議（国際コンベンション）の選定基準

・参加者総数が20名以上で、かつ参加国が日本を含む2カ国以上を占めた国際会議である。または、参加者総数が20名以上で、かつ外国人参加者数が10名以上

を占めた国内会議である。

・セミナー、シンポジウム等は、上記2つの条件を満たしていれば統計の選定範囲に含める。

・私企業による企業内会議、大学などの研究機関が行う講義、投資の勧誘を目的とした投資セミナー、観光客誘致を目的とした観光セミナー、学習を目的とする研
修会などは、統計の選定範囲に含めない。

・外国人参加者数には、会議出席を目的に来日した会議代表、オブザーバー、同伴家族を含む。但し、プレス関係者、在日外国人は、外国人参加者数として扱わ
ない
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  『近畿圏は、学術研究資源をいかし新たな学術研究を推進するとともに、世

界的な価値を有する文化財を始めとする歴史文化遺産を適切に保全・再生する。

これによって、歴史文化の香りと学術の創造性にあふれ、人々に心の豊かさを

もたらすことのできる「文化・学術の中枢圏域」の形成を目指す。さらに、我

が国において、新たな学術研究を先駆けて創造する役割や歴史文化の教育の場

を提供し、さらには将来へと継承する役割を担う。』 

 

  関西文化学術研究都市を始めとして、研究機関の集積が進みつつあるととも

に、民間研究所の立地も近年、増加傾向が続いている（図表 19）。 

また、彩都ライフサイエンスパーク、神戸医療産業都市、関西学研都市メデ

ィカルコンプレックスなどの構想を結ぶバイオ情報ハイウェイ構想が進められ

ている。 

  さらに、近畿圏は文化財等の歴史的資源を数多く有しており、近年も多くの

物件が世界遺産に登録され、我が国随一の貴重な歴史的文化遺産の蓄積をほか

っている（図表 19）。 

 

  教育についてみると、近畿圏では、全国水準をはじめ他の圏域よりも大学に

進学する割合が高い（図表 20）。また、大学数についても、着実に増加している

（図表 20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.文化・学術の中枢圏域の形成 

写真 熊野参詣道 

（中辺路大雲取越） 

写真 紀伊山地 
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図表１９ 研究所の集積、豊富な文化財等歴史的資源の状況

図表２０ 大学進学率と大学数の状況 
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資料：経済産業省「工業立地動向調査」より国土交通省作成

関西・・・福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

関東・・・茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

中部・・・長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

登録年

1 法隆寺地域の仏教建造物 平成５年

2 姫路城 　５年

3 屋久島 　５年

4 白神山地 　５年

5 古都京都の文化財 　６年

6 白川郷・五箇村の合掌造り集落 　７年

7 原爆ドーム 　８年

8 厳島神社 　８年

9 古都奈良の文化財 １０年

10 日光の社寺 １１年

11 琉球王国のグスク及び関連産群 １２年

12 紀伊山地の霊場と参詣道 １６年

記載物件名

ユネスコ世界遺産登録件名ユネスコ世界遺産登録件名

（ は近畿圏）

資料：ユネスコホームページより国土交通省作成

※調査対象：主として製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く)、ガス業、熱供給業に係る分野

の研究を行う民間の試験研究機関を建設する目的をもって取得（借地を含む）された１，０００㎡以上の
用地（埋立予定地を含む）
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  『近畿圏は、歴史的風土、文化、自然と調和し安全で良好な居住環境を形成

するとともに、自然の適切な保全と再生を図る。これによって歴史、自然が日

常生活に溶け込み、「安全で快適な生活空間」の形成を目指す。』 

 

 

  近畿圏における住宅の広さは、着実に改善傾向にある（図表 21）。また、通勤・

通学等のピーク時の混雑率は、三大都市圏の中で顕著に低下傾向にあり、快適

さが取り戻されつつある（図表 21）。しかしながら、今後の問題点として、ニュ

ータウンの高齢化（オールドタウン化）の進行が懸念材料となっている（図表

21）。 

  世界有数の古代湖である琵琶湖では、南湖を中心にＣＯＤが依然として高く、

汚染改善を進めなければならない状況にあり、引き続き総合的な保全のための

取組を進める必要が見受けられる（図表 22）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.歴史文化や自然と調和した安全で快適な生活空間の形成 

15 

写真 琵琶湖（南湖） 写真 千里ニュータウン 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２１ 居住環境・通勤環境の状況 
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資料：滋賀県調べ

図表２２ 琵琶湖の水質の状況 
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資料：総務省「住宅統計調査（～H5）」、「住宅・土地統計調査（H10～）」より国土交通省国土計画局作成
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近畿圏整備計画（第 5次）に基づく主要な事業について、平成 17 年度において

実施された主な事業は、以下のとおりである。 

 

 

第１ 道路の整備 

○ 高規格幹線道路 

・近畿自動車道名古屋神戸線、同紀勢
きせい

線、同敦賀
つるが

線、中国横断自動車道姫路
ひめじ

鳥取線、京奈和
け い な わ

自動車道、中部縦貫自動車道、東海環状自動車道、京都

縦貫自動車道、北近畿豊岡自動車道、熊野尾鷲
くまのおわせ

道路、那智
な ち

勝浦
かつうら

道路の整

備推進 

○ 都市高速道路（阪神高速道路） 

・淀川左岸線、大和川線、神戸山手
やまて

線、新十条通、油 小 路
あぶらのこうじ

線の整備推進 

 

 

第２ 鉄道の整備 

○ 在来線鉄道等 

・大阪市８号線、中之島
なかのしま

新線、西大阪
にしおおさか

延伸線及びけいはんな線等の都市

鉄道の整備推進 

○ 新幹線鉄道 

       ・北陸新幹線の福井駅部の建設推進及び未着工区間に係る調査実施 

・中央新幹線等の地形・地質等に関する調査実施 

 

 

第３ 港湾の整備 

○ 阪神港におけるスーパー中枢港湾プロジェクトの推進 

○ 国際海上コンテナターミナル 

・大阪港北港南地区等の整備推進 

○ 臨港鉄道 

・大阪港南港地区～此花地区の整備推進 

○ 幹線臨港道路 

・大阪港北港南地区～南港地区、舞鶴港和田地区～下
しも

福井
ふくい

地区等の整備推

進 

Ⅳ 近畿圏整備計画に基づく主要な事業の実施状況 
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○ 廃棄物海面処分場 

・大阪湾広域廃棄物処分場、姫路港網干沖
あぼしおき

地区の整備推進 

 

 

第４ 空港の整備 

    ○ 関西国際空港の整備 

      ・二期事業の２００７年限定供用に向けた整備推進 

○ 神戸空港の新設 

 

 

第５ 住宅・市街地の整備 

    ○ 住宅・市街地 

・阿倍野
あ べ の

、伏見西部
ふしみせいぶ

、西神
せいしん

ニュータウン、あまがさき 緑
りょく

遊
ゆう

新都心
しんとしん

、福井

駅周辺等の地区の整備推進 

 

 

第６ 水資源の開発等 

○ ダムの整備 

       ・川上
かわかみ

ダム、丹生ダム、大戸川
だいどがわ

ダム、天ヶ瀬再開発、猪名川総合開発、安威
あ い

川
がわ

ダム、大滝ダム、紀
き

の川大堰
かわおおぜき

等の建設の推進 

      ※ただし、淀川水系の５ダム（川上ダム、丹生ダム、大戸川ダム、天ヶ瀬再開発、

猪名川総合開発）については、H17.7.1 に発表されたダム方針に基づき関係機関

と調整。 

 

 

第７ 河川、砂防、治山等及び海岸の整備 

○ 河川、砂防、治山等 

・木曽川水系揖斐川、淀川
よどがわ

、大和川
やまとがわ

等における直轄河川改修事業の推進 

・由
ゆ

良川
ら が わ

下流緊急水防災対策（土地利用一体型水防災事業）の推進 

・淀川
よどがわ

、大和川
やまとがわ

における高規格堤防整備事業の推進 

・猪名川
い な が わ

、寝屋川
ね や が わ

、大和川
やまとがわ

北部河川等における総合治水対策特定河川事業

の推進 

・日野川、円山川等における河川激甚災害対策特別緊急事業の推進 

・淀川
よどがわ

水系、六甲
ろっこう

山系等における砂防事業の推進 

・亀
かめ

の瀬
せ

地区等における地すべり対策事業の推進 

・寺元
てらもと

地区等における急傾斜地崩壊対策等事業の推進 
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○ 海岸 

      ・津松阪港
つまつさかこう

海岸、伊勢湾西南
いせわんせいなん

海岸、東播
とうばん

海岸、尼崎西宮芦屋港
あまがさきにしのみやあしやこう

海岸等

における海岸事業の推進 

 

 

第８ 下水道及び廃棄物処理施設の整備 

○ 下水道 

  ・琵琶湖
び わ こ

、寝屋川
ね や が わ

、大和川上流等における流域下水道事業の推進 

・大阪市等における公共下水道事業の推進 

○ 廃棄物処理施設 

    ・ごみ処理施設、最終処分場等の整備推進 

 

 

第９ 都市公園の整備 

○ 都市公園 

   ・国営明石
あかし

海峡公園、国営飛鳥
あすか

歴史公園、蜻蛉
とんぼ

池公園等の都市公園事業の

推進 

 

 

第 10 教育文化施設等の整備 

○ 大学等高等教育機関等の整備 

   ・総合地球環境学研究所をはじめ、大学等高等教育機関等の整備の充実 

・国立国会図書館関西館の機能充実 

 

 

第 11 農林水産基盤の整備 

○ 農村、農地、漁港 

   ・九頭竜川下流（一期）、大和紀伊平野（二期）等の地区における基幹かん

がい排水施設の整備推進 

・野洲
や す

川
がわ

沿岸（一期）、巨
お

椋
ぐら

池等の地区における農地の防災対策の推進 

・越前漁港、波
な

切
きり

漁港等における漁業施設の整備推進 

 

 

第 12 都市防災の推進 

○ 震災対策 

   ・公立学校施設の地震防災対策の推進 

・治水情報基盤の総合的整備の推進 
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・東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進 

・実大三次元震動破壊実験施設（E－ディフェンス）の運用開始 

・水害、地震等による被害を軽減する国土保全施設の整備の推進 

○ 浸水対策 

・浸水想定区域図等の整備の推進 

・災害復旧事業の推進 

 

 

第13 関西文化学術研究都市の整備 

・関西文化学術研究都市建設推進方策調査の実施 

・日本政策投資銀行の融資制度及び税制の特例措置による施設立地の促進 

・土地区画整理事業の推進と、道路・鉄道等の関連公共施設の整備の推進 

・国立国会図書館関西館、「私のしごと館」の機能充実 

・特別史跡平城宮跡の整備推進 

・奈良先端科学技術大学院大学の整備推進支援 

・国際電気通信基礎技術研究所、地球環境産業技術研究機構、光量子科学研

究センター等の研究事業の推進 

・ITBL 共同利用センター、独立行政法人情報通信研究機構けいはんな情報

通信融合研究センターを活用した研究等の推進 

 

 

第 14 琵琶湖の総合的な保全の推進 

  ・琵琶湖の総合的な保全の推進に関する調査検討の推進 

・琵琶湖とその周辺を対象とした下水道事業、河川浄化事業、農村地域の

水質保全対策事業等の整備推進 

 

 

第 15 大阪湾ベイエリア開発整備の推進 

・日本政策投資銀行の出融資制度及び税制の特例措置による施設立地の促進 

・整備計画の推進方策の検討調査の実施 

 

 

 

 

 

20 



 

 

 

 

 

 

（ 近 畿 圏 整 備 に 関 す る 参 考 図 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 資 料 編 
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平成 17 年度末時点の近畿圏の社会資本整備の状況 
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高速自動車国道

 供 用 区 間

整備計画区間

基本計画区間

予定路線区間

一般国道自動車専用道路

 供 用 区 間

 事　業　中

 計　画　中

 供 用 区 間

高速自動車国道に並行する自専道

凡　　　　例

新直轄区間

事　業　中

※　平成17年度末時点。

※　整備中のIC及びJCT名は仮称。
※　事業中には着工準備中を含む。

第１　道路の整備
１．高規格幹線道路

24

西粟倉

佐用
山崎

播磨新宮

神戸西

りんくう

春日

吉川

神戸

西宮 吹田

天理松原

泉佐野

吉備

御坊

すさみ

那智勝浦

尾鷲北
伊勢

勢和多気

亀山

敦賀

福井北

小浜西

大山崎

久御山淀

城陽

高槻

中
国
横
断
自
動
車
道

　
　
　
姫
路
鳥
取
線�

北
近
畿
豊
岡
自
動
車
道

京
都
縦
貫
自
動
車
道

近畿自動車道敦賀線

北
陸
自
動

車
道

近畿自動車道名古屋神戸線（第二名神）

近畿自動車道紀勢線

京奈和自動車道

中央自動車道西宮線
　（名神）

東海環状自動車道

中
部
縦
貫
自
動
車
道綾部

熊野尾鷲道路

那智勝浦道路

みなべ

和歌山

三木

播磨
米原

養老

四
日
市亀

山
東

四
日
市
北

田辺

紀伊長島

伊勢関

大宮大台

智頭

郡山

近
畿
自
動
車
道
伊
勢
線

関

草津

大津

近畿自動車道
名古屋大阪線

中
国
縦
貫
自
動
車
道山陽自動車道

亀山



Ｎ

凡　　　　例

事 業 中

0 5 10㎞

２．都市高速道路（阪神高速道路）

兵 庫 県

大 阪 府

京 都 府

大 阪 湾

六
甲
北
有
料
道

北延伸線

山陽自動車道

北神戸線

新
神
戸
ﾄﾝﾈﾙ

有
料
道
路 神戸西宮線

大阪西宮線

淀
川

大
阪
池
田
線

大
阪
池
田
線

(

延
伸
部
）

中国縦貫自動車道

神

戸山手
線

神戸西バイパス

湾岸線(7期)

淡
路
島

本
州
四
国
連
絡
道
路

ポートアイランド

六甲アイランド

大
阪
守
口
線

第二京阪道

路

近
畿
自
動
車
道
紀
勢
線大和川線

西
大
阪
線

大阪東大阪線

近畿自動車道名古屋大阪線(西名阪)

近
畿
自
動
車
道
紀
勢
線

堺泉北有料道路

湾
岸
線

関西国際
空
港
線

関西国際空港

新十条通

近畿自動車道名古屋神戸線(第二名神)

中
央
自

動
車道西宮線（

名
神
）

南阪奈道路
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淀
川
左
岸
線

油
小
路
線

供 用 区 間（平成17年度末）



 



 



第３　港湾の整備
第４　空港の整備

28

舞鶴港

姫路港

大阪港

関西国際空港

・二期事業の2007年限定供用に向けた整備推進

・幹線臨港道路の整備

・スーパー中枢港湾プロジェクトの推進
・国際海上コンテナターミナルの整備
・臨港鉄道の整備
・幹線臨港道路の整備
・広域廃棄物処分場の整備

・廃棄物海面処分場の整備

神戸港

・スーパー中枢港湾プロジェクトの推進

・スーパー中枢港湾プロジェクトの推進
・国際海上コンテナターミナルの整備
・幹線臨港道路の整備

四日市港

神戸空港

・空港の新設

特定重要港湾(整備中)

重要港湾

特定重要港湾

第一種空港(整備中)

第二種空港、第三種空港、
その他の飛行場(整備中)
(非公共用飛行場は除く)

　　　凡　　例

重要港湾(整備中)

第一種空港

第二種空港、第三種空港、
その他の飛行場
(非公共用飛行場は除く)

平成17年度完了事業



福井駅周辺

伏見西部

あまがさき緑遊新都心

西神ニュータウン

阿倍野

第５　　住宅・市街地の整備

神戸

姫路

豊岡 舞鶴

福井

敦賀

大津

大阪

奈良

和歌山

津

尾鷲

京都
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足羽川ダム

丹生ダム

大戸川ダム

川上ダム

円山川

由良川
北川

九頭竜川

揖保川
加古川

淀川

大和川

紀の川

新宮川

宮川

櫛田川
雲出川

鈴鹿川

木曽川

ダム事業・水路事業

総合治水対策特定
河川事業

■

海岸事業

○○海岸

高規格堤防

整備事業

河川事業（直轄）

○○川（水系）

凡 例

第６ 水資源の開発等

第７ 河川・海岸等の整備

■

猪名川

東播海岸

津松阪港海岸

伊勢湾西南海岸

■

天ヶ瀬ダム
再開発

猪名川
総合開発

■

尼崎西宮芦屋港海岸

紀の川大堰

岩井川ダム
寝屋川
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福井港海岸

安威川ダム

揖斐川

日野川

日野川


